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１ 改正法に合わせた国基本指針等の整備状況

【国基本指針（法第６条関係）】

• 基本指針では空家等対策の基本的

な考え方や、「所有者等による空

家等の適切な管理について指針と

なるべき事項」を示しています。

改正空家法公布

令和5年6月14日

改正空家法施行

令和5年12月13日

国基本指針

各種ガイドライン

（改正法施行時）

所有者等による管理の指針をまとめた国リーフレット ☞
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１ 改正法に合わせた国基本方針等の整備状況

【主なガイドライン等】

• 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を

図るために必要な指針（ガイドライン）

• 空家等活用促進区域の設定に係るガイドライン

• 空家等管理活用支援法人の指定等の手引き
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２ 改正法ポイント①『管理不全空家等及び特定空家等に対する措置』

⚫特定空家化を未然に防止する管理として，

『管理不全空家等』に対し，管理指針に即し

た措置を市から指導・勧告。（法第13条1項，

2項）

⚫勧告がされた管理不全空家等の敷地は，固定

資産税・都市計画税の住宅用地特例の適用外

となります。（地方税法第349条の3の2等）
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２ 改正法ポイント①『管理不全空家等及び特定空家等に対する措置』
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２ 改正法ポイント①『管理不全空家等及び特定空家等に対する措置』

⚫柏市では，これまでにも市民から相談を受けた管理状態の悪い空家

等について，現地調査の上，所有者等へ適切な管理を促す助言・指

導を実施しております。

⚫法改正により今回追加された管理不全空家等に対する指導等につき

ましても，国ガイドライン等に沿って所有者等へ指導等を行い，空

家等の管理の確保に努めます。
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３ 改正法ポイント②『空家等活用促進区域等の設定等』

⚫市町村が重点的に空家等の活用を図るエリアを促進区域として定め，

その活用の促進を図るための指針を定めることができるようになりま

した。

⚫空家等の活用を通じて経済的社会的活動を促進することが目的となり，

中心市街地の活性化などの関係法令に基づく既存の区域設定や法定計

画の内容等をベースに促進区域の設定をすることが基本的な方法とな

ります。
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３ 改正法ポイント②『空家等活用促進区域等の設定等』

対象区域の種類 期待される拠点機能等

(1)中心市街地（中心市街地活性化法第2条） 中心地商店街等活性化

(2)地域再生拠点（地域再生法第5条第4項第8号） 中山間地域拠点の維持

(3)地域住宅団地再生区域（地域再生法第5条第4項第11号） 住宅団地再生

(4)歴史的風致の重点区域（歴史まちづくり法第2条第2項） 歴史的まち並みの活用

(5)商店街活性化促進区域（地域再生法第5条第4項第7号） 商店街活性化

(6)農村地域等移住促進区域（地域再生法第5条第4項第12号） 農村への移住促進

(7)滞在促進区域（観光圏整備法第2条第2項） 観光旅客の滞在促進

上記のほか，地域における住民の生活，産業の振興又は文化の向上の拠点であって，
生活環境の整備，経済基盤の強化又は就業の機会の創出を図ることが必要であると市町
村が認める区域
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３ 改正法ポイント②『空家等活用促進区域等の設定等』
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３ 改正法ポイント②『空家等活用促進区域等の設定等』
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３ 改正法ポイント②『空家等活用促進区域等の設定等』

⚫各地区のイメージ図にあるとおり，本制度は，人口減少と高齢化が顕
在化している地方の市町村での過疎対策としての空家活用促進を念頭
にしているものです。

⚫柏市は，首都圏のベットタウンとして市街地整備や宅地開発が進展し
た都市であり，空家は市内の住宅地等に点在している状況です。現状，
重点的に空家等の活用を図るエリアを設定するという本制度に当ては
まるような対象区域はみられず，直ちに促進区域を設定する必要はな
いと考えます。

⚫中心市街地の活性化，移住定住，観光振興，高齢者等福祉，子育て支
援，都市計画等の関連部署と情報共有し，連携して検討をしていきま
す。
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４ 改正法ポイント③『空家等管理活用支援法人制度』

空家等の管理若しくは活用に取り組む
民間法人をその申請により空家等管理活
用支援法人として指定することができる
制度が創設されました。
⇒空き家対策事業の一部を民間法人にア
ウトソーシングする制度

【指定対象法人】※支援法人は法人格を有することが必要

①特定非営利活動法人

②一般社団法人（公益財団法人を含む）

③一般財団法人（公益財団法人を含む）

④空家等の管理又は活用を図る活動を行うことを目
的とする会社
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４ 改正法ポイント③『空家等管理活用支援法人制度』

⚫柏市においては，空家所有者に対する相談窓口体制の整備として各専門家団

体と連携し，平成31年2月より『空家相談員制度（専門家による個別無料相

談）』を実施しており，管理や活用，流通（売却），登記等に係る空家所有

者向けの一定のサポートが出来ていると考えます。

⚫本制度に係る柏市の方針が定められるまでの間，指定は行わないこととして

おります。

⚫これまでの専門家や地域等との協力体制を更に強化できる形での本制度の活

用を検討していきます。


